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1. はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に

よる大津波により広い地域で被害が発生し，北海道の太

平洋沿岸部にも大津波警報が発令され，釧路市でも新釧

路川の河口部両岸地域港湾施設などで被害が発生した．

このような背景から，今後は釧路市を含めた津波の被害

が予想される地域で大津波が襲来し，これまでの被害想

定よりもさらに深刻な被害をもたらすことが考えられ，

対策が必要である．  

しかしながら，津波被害の想定には高度な技術や設備

の準備など多くの労力と資金が必要である．そこで本研

究では内海ら 1）の既往研究を参考に，誰でも簡単に入

手し，津波氾濫解析を行うことのできるフリーソフトウ

ェア iRIC2.12)を用いて検討を行うことを試みた．具体的

には，まず 2012 年 6 月に北海道 2)が発表した津波浸水

予測図と，iRIC2.1 を用いて計算された津波浸水予測図

との比較を行い，iRIC2.1 を用いた計算の精度を検証し

た上で，釧路市街地における波圧の推定を試みた． 
 

2. 釧路市街地の概要 

釧路市街地は，釧路市の中心に位置し人工的に作られ

た直線河川である新釧路川と釧路市の東側に位置する蛇

行河川である釧路川の周辺に広がっている．また，市街

地内での標高差が大きいために，海岸部近くでも場所に

よって津波の被害が異なるという地形特性を有する．北

海道 2)が発表した津波浸水予測図によると，釧路市では

人口約 18 万人に対して，約 12 万人 3)が被災する可能性

がある． 
 

3． iRIC2.1 Nays2D Flood による津波氾濫解析  

3．1 iRIC2.1 Nays2D Flood について 

iRIC2.1 は、これまで USGS（アメリカ地質調査所）

で開発してきた MD_SWMS と（財）北海道河川防災研

究センターで開発してきた RIC-Nays の機能を統合した

河川の流れ・河床変動解析を行うソフトウェアである．

iRIC2.1 ソフトウェアに含まれる Nays2D Flood は地形，

河川データ，河川の流入量，粗度のデータ等を入力し，

氾濫流解析を行うソルバーの一つである．  

3．2 計算条件 

使用したデータについて，地形データは国土地理院基

盤地図情報 4)(5mDEM)，SRTM5)(スペースシャトル立体

地形データ)，JODC6)(海洋地形データ)を iRIC2.1 地形デ

ータに変換して使用した(図-1 参照)．マニングの粗度係

数については河川砂防技術基準 7)，細密数値情報 8)から

の値を参考に，市街地を建物占有率に応じて 0.04~0．

08m-1/3s，水域を 0.015~0.025 m-1/3s，湿原域を 0.055 m-

1/3s として与えた．新釧路川の流量は年平均流量である

30m3/s，釧路川の流量は新釧路川との比流量配分で 2.14 

m3/s を与えた．  

計算範囲は新釧路川を中心に，河口から上流へ 11km，

海岸部へ 3km，横断方向に 10km を計算領域として約

50m メッシュを設定し作成した(図-2参照)． 

想定波高は 2012 年 6 月に北海道が発表した津波浸水

予測図の最大水位である 10.8m を与え，津波の波形は

次式で与えた． 
   tth 3602sin)8.10(               (1)  

ここで，h は波高(m)，t は計算時間(s)である．計算時間

はおおよそ津波の 1 周期分である 3,600s とした． 

3．3 計算精度の検証 

北海道 3)では，東北地方太平洋沖地震の発生を踏まえ

て北海道沿岸における津波想定の見直しを行い，2012

年 6 月に被害想定の再検討のための津波浸水予測図を発

表している (図-3 参照)．図-3 によると，新釧路川河口

 
図-1 使用した地形データ 

 
図-2 解析対象範囲 
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部から沖合 2~3km の地点に津波の第１波が地震発生か

ら 31 分後に到達し，最大水位が 10.8m の津波が押し寄

せるという想定となっていることから，本節ではこの最

高水位を想定波高として津波氾濫解析を行った．北海道

想定津波浸水予測図と iRIC2.1 を用いて計算を行った最

大浸水深予測図(図-4 参照)を比較し，解析精度の検証を

行う． 

津波氾濫解析結果を図-4 に示し北海道想定津波浸水

予測図との比較を行うことで計算精度を検証する．図-3，

図-4 を比較すると，図-3 では新釧路川において津波遡

上が進行していくが，河道に侵入した津波の氾濫が止ま

り，河川からの津波の越流はほとんど見られないことが

確認できるが，図-4 でも同様の結果となっていること

がわかる．次に，図-3 では釧路川においては河川から

右岸側へ津波が溢れ出し，右岸側の市街地に浸水が発生

しているのがわかる．また，左岸側は浸水の様子が見ら

れず，これは釧路川の左岸側には地盤高の高い地域が広

がっているためであると考えられる．一方，図-4 から

も釧路川の右岸側が浸水している状況と，左岸側には浸

水が広がっていない様子が確認できる．さらに，図-3

と図-4 の全体を俯瞰的に比較しても浸水状況のおおよ

その傾向を捉えていることがわかる．以上のことから，

iRIC2.1 による計算結果は北海道想定津波浸水予測図に

おける浸水範囲や最大浸水深を概ね良好に再現できてい

ると判断でき，計算精度の検証がなされたといえる． 

 

4． 津波波圧の算定 

前節で iRIC2.1 を用いた浸水域の計算の妥当性を検証

した．構造物の津波による安全性を検討するには，波圧

の推定が必要である．  

構造物へ作用する津波波圧に関する文献は，現在のと

ころ沿岸に建設された堤防に関するものが多く，陸上に

遡上した津波が構造物に与える影響について検討された

例はまだ少ない．安全性を考慮するには静水圧だけでな

く動水圧が作用することを考慮することが必要である．

そこで，(1)静水圧，(2)ビルの津波耐力設計に多く用い

られている朝倉らの式 9)，(3)2012 年に提案された平面

2 次元津波遡上計算を用いた津波波圧算定方法である有

光らの式 10)，の 3 つの式を用いて波圧の算定を行った． 

4．1 津波波圧の算定方法 

(1)静水圧での波圧算定 

 静水圧の作用波圧 p(N/m2)は次式で表される． 

}{)( zhgzp                                   (2) 

ここで，ρは流体密度 (kg/m3) ， g は重力加速度(m/s2) ，

h は浸水深(m) ，z は作用点の位置(m)である． 

 (2)朝倉らの津波波圧算定方法を用いた波圧算定 

 朝倉らの式は図-5 に示すように，津波による最大遡

上深水深の 3 倍の静水圧をもつ荷重として，津波のもつ

衝撃力を評価するものである．これより，作用波圧

p(N/m2)は以下の式で表される． 

 zhgzp  3)(                                  (3) 

これより，構造物に作用する水平波力 Fx は以下の式で

表される． 

 

 

 

ここで，Fx は水平波力(N)，h は浸水深(m)，z は作用点

の位置(m)，ρは流体密度 (kg/m3)，g は重力加速度(m/s2)，

B は受圧幅(m)である． 

(3)有光らの津波波圧算定方法を用いた波圧算定 

有光らは，朝倉らの波圧算定方法では高い防潮壁を越

流する津波が作用する場合に過小評価になるとして，流

速を考慮した実験を行った．構造物が存在する場合にお

 

図-6 津波による転倒の模式図 図-7 津波による滑動の模式図 

 
図-3 2012 年北海道想定津波浸水予測図(北海道 3)より) 

  
図-4 iRIC2.1 による計算結果 最大浸水深予測図 

 
図-5 朝倉らによる津波波圧分布 

表-1 構造別の建物の荷重 11) 

25.433
2

1
ghghhFx                    (4) 
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いて，前面水深に応じた静水圧分布に加えて，運動量保

存則に基づき水平方向流速に応じた圧力が構造物に作用

するものとする．平面 2 次元計算により求められる構造

物前面の浸水深 hf 及び水深平均の水平方向流速 u の時

系列を用いると，z≦h(t)における作用波圧 p(N/m2)の鉛

直分布の時系列は次式で表すことができる． 

  2)()(),( tuzthgtzp ff                       (5) 

ここで，ρ は流体密度(kg/m3)，g は重力加速度(m/s2)， 

hf は浸水深(m)，z は作用点の位置(m)，t は時間(s)である． 

4．2 転倒・滑動の試算 

計算条件として津波を受ける構造物は木造 2 階建，鉄

骨 2 階建，RC 造 2 階建を設定した(表-1 参照)．今回は

簡易的に波圧の算定を行ったため建物の基礎は考慮して

いない．建物はそれぞれ，概ね表-1 程度の荷重が建物

の地盤に作用している．また，津波波圧は受圧面に垂直

に作用するものとし，構造物内は浸水しないものとする．

受圧幅は 7.5m，建築面積 16 坪の建物という条件を仮定

し試算した．  

(1)転倒の式 

転倒の模式図を図-6 に示す．図のＭ0 点を中心に転倒

すると考え，Ｍ0 点まわりのモーメントの釣り合いより，

転倒限界を求める 12)．今回は津波波圧を静水圧と動水

圧，浮力の 3 つの合力を考える．よって，以下の式を満

たすと構造物は転倒する． 

  LFMgxF ft                                (6) 

ここで，Ft は津波による波圧(N)，x はＭ0 点から津波波

圧の作用している点までの距離(m)，Mg は建物荷重(N)，

Ff は浮力(N)，L はＭ0 点から建物荷重及び浮力の作用し

ている点までの距離(m)である． 

(2)滑動の式 

滑動の模式図を図-7 に示す。滑動する条件としては

水平方向津波波圧と構造物と接地面の摩擦力のつり合い

より次式を用いた 13)．  

)( ft FMgF                                   (7) 

ここで，Ft は津波による波圧(N)，Mg は建物荷重(N)， 

Ff は浮力(N)，μ は摩擦係数とした．また，釧路地域の

地盤は粘土質であるため，国土交通省中部地方整備局道

路設計要領 14）を参考に摩擦係数は 0.5 とした． 

 

 

4．3 計算結果 

有光らの式の波圧は流速を考慮するため，内海ら 1）

が検討した甚大な被害が出る 7 施設の中で，最も流速が

大きかった釧路駅周辺の位置での津波波高，津波流速を

使用した．図-8 では釧路駅周辺にある構造物，図-9 で

は古川終末処理場周辺にある構造物に作用する波圧と浸

水深を，津波が海岸から沖合 3km 地点に達してからの

時系列で示した．北海道 3)想定より地震発生から 46 分

後(図-3 参照)に浸水深が 6.7m に達し，釧路駅周辺では

最大浸水深が 7.5m となった．また，構造物に働く津波

波圧は最大値で静水圧は約 1,700kN，朝倉らの式は約

15,300kN，有光らの式は約 3,600kN であった．  

この結果より表-2 を示す．表-2 は波圧の算定方法別

で構造物が転倒限界，滑動限界に達する浸水深を試算し

たものである．ただし，有光らの式では津波流速を考慮

する式であるため波高のみで転倒限界を求めることがで

きない．そこで，最初に転倒限界に達した時点の波高を

転倒限界波高とした． 

朝倉らの式，有光らの式，それぞれについての波圧を

静水圧と比較すると，朝倉らの式は静水圧の 9 倍である．

また，有光らの式では流速が最も大きかった時点で，約

2.1 倍であった．共に動水圧を考慮しているが朝倉らの

式は衝撃力や慣性力などの抗力を含む式として提案され

ているので，双方で大きな差が出たと考えられる． 

また，実際の津波被害 15）では転倒に比べて滑動での

被害が非常に多くなっている．図-10，図-11 では試算

結果を滑動限界に達する浸水深エリアで示す．ただし有

光らの式は流速を考慮するので浸水深のみでエリア分け

ができないのでここでは除外した．釧路市の一般家屋の

90%16）である木造 2 階建て，滑動限界の差が最も大き

い RC 造 2 階建ての図を採用した．図-10，図-11 の滑

動エリアで静水圧と朝倉の式に大きく違いがないことは，

生起時間は異なるが滑動限界以上の範囲が類似している

ためであると考えられる。 

 今回の転倒及び滑動についての試算結果は，簡易的な

ものであったため，津波の建物に与える影響を過大に評

価している可能性がある．しかし，転倒限界より早く滑

動限界に達しているという点で，今回の試算結果は，実

際の津波被害と同様に滑動での被害が多いことを示して

いるといえる(表-2参照)．  

図-8 釧路駅(海岸より 1.5km)地点の構造物に作用する全波力

図-9 古川終末処理場(海岸より 3.5km)地点の構造物に作用する全波力 
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5.まとめ 

本研究で得られた成果を下記に記す． 

1) iRIC2.1 を用いて津波氾濫解析を行った結果，北海

道が 2012 年 6 月に発表した津波浸水予測図と同様

の結果を得られることができ，計算の妥当性を示

すことができた． 

2) 仮想の構造物を設定することで構造物に作用する

波圧を推定することができた． 

3) 転倒限界，滑動限界を試算することで，実際の津

波被害調査の結果と同様な滑動での被害想定を示

すことができた． 

様々な条件の違いはあるが，東北地方太平洋沖地震の

際は最大浸水深が 3～4m の津波が襲来した地域で多く

の木造構造物が流出していたが，残存している事例も少

数ながら確認されていた 15)．今後，構造物内の浸水，

基礎地盤を考慮した転倒，滑動の試算を行い，家屋，公

共施設などの安全性等について検討していきたい 
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表-2 計算結果 

 
図-10 滑動限界からみた木造 2階建ての流出範囲

 
図-11 滑動限界からみた RC 造 2階建ての流出範囲 
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